
札幌市は 2022 年に市制施行から 100 周年という大きな節目を迎えました。大正 11 年の市制施行当時
には約 12 万人という人口でしたが、今や約 197 万人となり、経済、学術、スポーツ、文化、健康、環境
などの様々な分野で新たな価値を生み出す、世界的な大都市へと発展を遂げてきました。

海外諸都市との交流も活発に進め、1959 年の米国・ポートランド市を皮切りに、1972 年にドイツ・ 
ミュンヘン市、1980 年に中国・瀋陽市、1990 年にロシア・ノボシビルスク市、2010 年には韓国・ 
大田広域市と姉妹友好都市提携を結んでいます。昨年、ポートランド市との 65 周年記念事業を実施した
ところであり、今年は、瀋陽市との 45 周年記念事業、大田広域市との 15 周年記念事業の実施を予定して
おります。この一環として、私もこの８月に、議会訪問団、経済訪問団、青年訪問団などと共に大田広域 
市を訪問し、現地関係者とさまざまな交流を行いました。今回の訪問を通じ姉妹友好都市関係が新たな 
交流を生み出し、結果的にその成果が双方のまちづくりにもつながっていくことを改めて実感したところ
です。札幌市では、国際社会との連携を生かしたまちづくりを進めるため、これら姉妹友好都市との関係
を次世代につなぐ貴重な財産として今後も大切に育んでいきたいと考えています。

また、札幌市は国際ネットワーク「世界冬の都市市長会」を主宰しています。市長会では「冬は資源で 
あり、財産である」というスローガンのもと、積雪又は寒冷な気象条件下でまちづくりを行う世界中の 

「冬の都市」が集まり、さまざまな分野の技術やまちづくりの取り組みを学び合ってきました。昨年 12 月
には、2016 年以来８年ぶりに札幌市で市長会議を行い、会議には８カ国 21 都市・団体から約 100 人が
参加し、持続可能な社会の実現に向け、冬の都市の新たな可能性などについて活発な議論が行われました。
今後もこのネットワークから得られる知見を本市のまちづくりに生かしていきたいと考えています。

足元に目を転じますと、札幌市の外国籍市民数は 10 年前と比べて約２倍に増加しておりますが、全国
的な人手不足に直面するなか、国では在留資格制度の改正など外国人材の受け入れを推進しており、札幌
市でも引き続き外国籍市民の増加が見込まれるところです。こうしたなか札幌市では昨年、国籍や民族 
などの違いに関わらず、誰もが安心して暮らせる社会を目指すため、今後 10 年間の施策の方向性を定める

「札幌市多文化共生・国際交流基本方針」を策定しました。
今後は、基本方針で定めた内容に沿い、外国人相談窓口の運営や日本語習得支援などを強化し、外国籍

市民の生活における不便や不安を解消するとともに、日本人市民にも共生社会への理解を深めていただけ
るような取り組みを進めていきたいと考えております。札幌市では、日本人・外国人が共に札幌市民とし
て活力にあふれ、充実した暮らしを送ることができる「世界中の多様な人々とともに生きる都市さっぽろ」
を目指していきます。

頭巻 言

札幌市長　秋元　克広
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世界中の多様な人々と
ともに生きる都市さっぽろ


